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概要 

 本学では，就職氷河期世代の教職への就業支援のため，双方向性も取り入れたオンライン講習

のみで免許状の更新（回復）をさせるプログラムを整備した。今年度は，必修領域として 2 講習，選

択必修領域として 6 講習，選択領域として 16 講習を提供し，認定試験を含めてオンラインのみで

免許状を回復させることのできる環境を整えた。その結果，同種の事業中でトップとなる 104 名の

受講生（うち減免対象者 80 名，講習完了者 97 名）の申し込みがあった。 

R3 年度以降には，対面講習や就職支援も計画しており，実技やアクティブラーニング，ICT，教

育データサイエンスの最新技能を獲得させ，教員養成についての支援を行い，教職大学院進学

等にもつなげる。 

 

実施内容の詳細 

オンライン講習の対象者 

 次の図 1 に示す要件を受講資格として設定し，図 2 のような減免条件を設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 受講資格について。募集要項より抜粋。 

図 2 減免条件について。募集要項より抜粋。 
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オンライン講習の整備 

 講習から試験までを全てオンラインで完了できることを目指して仕様策定を行い，基盤システムを

選定した（4 月〜7 月）。オンデマンド教材ならびに認定試験を作成し，動作確認とシステム更新を

行なった（7〜8 月）。教材については全て二重チェックを行なって，適宜修正を行なった（7〜9

月）。また，受講生からのフィードバックを元にして資料の更新を行なった（1 月）。試験運用ののち

に，講習を実施した（10 月〜3 月）。 

 

講習一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 必修領域および選択必修領域の講習一覧。募集要項より抜粋。 
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図 4 選択領域の講習一覧。募集要項より抜粋。 
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オンライン講習 

 全国どこからでも，いつでも受講できることを目的とし，オンデマンド教材ならびにオンライン試験

を用意した。そのコンテンツの一例を図 5 に示す。これらのコンテンツは受講生の負担軽減のた

め，小分けにしたものを用意した。また，受講中の学習状況をラーニング・アナリティクスにより監視

し，取り組み具合に応じて適宜アナウンスを行い，学修完了するように促した。また，受講状況よ

り，現職教員と比較して，繰り返してコンテンツを視聴する，試験準備を入念に行なっている様子が

伺えた。後述するように受講後アンケートからも，積極的に取り組んでいる様子が伺えた。 

 

 

 

  

図 5 動画コンテンツの例 
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受講者の属性 

 受講生の年代は 40 代が 6 割以上を占めており，直近 5 年間の就労状況については，無職また

は不安定就労のものが 8 割近くに達している（表 1）。本事業のメインターゲットである不安定就労

を繰り替えしている就職氷河期世代のニーズにマッチしていたと考えられる。また，受講者の居住

地は北海道から九州までとほぼ全国からなっており，いつでもどこでも受講できるオンライン講習な

らではの効果があったと考えた。所持免許の学校種は中一種，高一種が多く，教科は社会と英語

が多かった。このような免許状をもった多様な人材が学校現場で活躍できる一助となると考えた。 

 また，受講者数は 104 名（うち減免対象者 80 名）に達しており，同種の事業の中で受講者は最

大であった。これは，受講者数の上限を設けなかったこと，申し込み期間が長かったこと，後に示

す広報の効果があったことなどが考えられる。また，受講完了者数は 97 名であり，受講しやすかっ

たことが効果的だったと考えられる。また，修了後に採用試験を受験しようとする者 24 名，講師登

録 94 名（重複あり）となっており，リカレント教育に大きく貢献したことがわかる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 受講者の属性について 

３．性別

性別 人数

男性 11

女性 93 無職 15

計 104 不安定就労 67

正規雇用あり 22

104

４．直近5年の就労状況

人数
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広報活動 

 講習募集期間中に，チラシおよび募集要項を全国の職業安定所 559 箇所，全国の教育委員会

1,424 箇所，近畿圏の学校園 5,230 箇所へ送付した（図 6，8，9，10）。また，全国対象の Web 広

告を行って，373 万回表示，9,270 クリックの実績があった。西日本地区での新聞広告（210 万部）

を掲載した（図 7）。当初予定していた成果報告会はコロナ禍のため，実施を断念した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 6 広報の詳細について。チラシ配布，Web 広告，新聞広告 

図 7 新聞広告の掲載デザイン 
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図 8 配布したチラシのデザイン 
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図 9 募集要項の表紙デザイン 
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図 10 募集要項の内容抜粋 
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受講生アンケート 

 受講を完了したものに対して図 11 のようなアンケートを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 11 受講生へのアンケート（択一式） 
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アンケート結果 

 図 11 のようなアンケートを実施したところ，回答率 98％以上で回答が得られた。この報告書にお

いては，全ての講習を集約した結果のみを示すこととする（表 2）。 

 

 

 このアンケート結果より，高評価（3 と 4）がいずれの講習においても 93％以上となっており，低評

価（1 と 2）に比べ，非常に多いことがわかった。また，自由記述アンケートからも「知識のアップデ

ートに役立った」「とても整理されておりわかりやすかった」「目標が分かりやすく，理解しやすかっ

た」「いつでもどこでも学習できて良かった」等の高評価があった一方で，動画の編集の質に関す

る指摘や，認定問題の難易度についての低評価があった。次年度は，高評価を維持しつつ，低評

価についての改善を行う予定である。 

 また，免許状更新の完了者から，講師登録を行ったところ複数の引き合いがあったとの連絡も受

けており，本事業が就職氷河期世代のリカレントに役立っていることがわかった。 

図 11（続き）受講生へのアンケート（自由記述） 

表 2 受講生へのアンケートの結果のまとめ 

4 3 2 1 計

154 129 11 3 297

51.9% 43.4% 3.7% 1.0% 100%

166 121 4 3 294

56.5% 41.2% 1.4% 1.0% 100%

500 328 44 13 885

56.5% 37.1% 5.0% 1.5% 100%

820 578 59 19 1,476

55.6% 39.2% 4.0% 1.3% 100%

※小数点第１位で四捨五入しているため、各評価の計は100％にならない場合を含む。

全体 497 492 99.0%

選択講習 297 295 99.3%

必修講習 101 99 98.0%

選択必修講習 99 98 99.0%

受講
者数

回答数 回答率
設問Ⅰ～Ⅲ

講習の種類
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まとめ 

 本年度は，必修領域として 2 講習，選択必修領域として 6 講習，選択領域として 16 講習を提供

し，オンラインのみで免許状を回復させることのできる環境を整えた。受講状況をラーニングアナリ

ティクスにより監視したところ，本学が実施している通常の免許状更新講習の受講者と比較して，

熱心に課題に取り組んでいる様子が伺えた。受講生アンケートによると，どの領域でも高評価が

93％以上となっており，自由記述からもオンライン講習に対しての好意的な意見が多くみられた。

その一方で，動画の編集の質等についての低い評価も一部存在したので，次年度以降の事業運

営に反映する予定である。 

また，滋賀大学では，同種の事業中でトップとなる 104 名の受講生（うち減免対象者 80 名）の申

し込みがあった。受講から試験までをいつでもどこでも受講できる環境を提供できたこと，受講申し

込み定員に制限を設けなかったこと，受講受付期間が長かったこと，広報に積極的に取り組んだこ

と，などが理由と考えられる。また，講習完了者は 97 名に達しており，オンラインであるために受講

しやすかったことが効果的だったと考えられる。また，修了後に採用試験を受験しようとする者 24

名，講師登録 94 名（重複あり）となっており，本事業がリカレント教育に大きく貢献したということが

わかった。 

 令和 3 年度には，講習の質の向上を行った上で，オンライン講習を引き続き提供するとともに，

教員採用試験に関する支援事業を実施し，一人でも多くの受講者を教育現場へ送り込むことを目

指す。 
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